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平成 25 年２月 13 日 

各 位 

会 社 名 東光株式会社 

代表者名 代表取締役社長 川津原 茂  

（コード番号 6801 東証第１部） 

問合せ先 執行役員 田口 康則     

                                        （TEL  049-285-2511）       

 

中期計画の策定に関するお知らせ中期計画の策定に関するお知らせ中期計画の策定に関するお知らせ中期計画の策定に関するお知らせ    

 

 当社は、2013 年度から 2015 年度までの 3ヵ年中期計画を策定致しましたので、その概要について

下記の通りお知らせ致します。 

 

記 

 

１．背景 

当社は、収益体質の確立と企業価値の向上を図るべく様々な施策に取り組んで参りました。諸施

策の実施により収益体質の改善が進み、2012 年度は当初計画を上回る営業利益を達成することが

出来ました。 

戦略商品として取り組んでいる超小型メタルアロイパワーインダクタ DFEC シリーズは、スマー

トフォンやタブレットを中心に需要が更に増大しており、生産体制の拡大に向けた取組みを加速さ

せています。 

また、2012 年 3 月 22 日に株式会社村田製作所との間で、両社の企業価値向上を図るべく資本業

務提携を行いました。提携内容に基づいた取組みを実践し、そのシナジー効果が着実に成果として

上がりつつあります。 

  一方で、当社を取巻く経済環境は大きく変化しており、これらの環境変化に対応した事業の方向

性を明確にするため、新たな中期計画を策定致しました。 

 

２．中期計画の連結数値目標 

  <2015 年度> 

 売上高：397 億円 ／ 営業利益率：12％ 

 

    為替レート：1US ドル＝79円（2012 年度実績）を基準に策定しております。 

    (ご参考)2013 年１月末レート 91 円を適用した場合、売上高+32 億円 営業利益+６億円 

 

３．重点戦略 

  当社は、2013 年度から 2015 年度までの中期計画において、戦略商品の更なる拡大と車載市場へ

の本格参入に向けた取組みに注力して参ります。 

また、海外工場における労働力不足と賃金上昇に対処するため、更なる生産性向上と工場再編等

による徹底したコスト削減を実行して参ります。 
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（１）DFEC シリーズの拡大 

DFEC シリーズは、小型携帯機器市場を中心として今後更なる成長が見込まれています。特に

スマートフォン、タブレット市場においては、新興国や途上国での急速な需要拡大が見込まれ、

先進国においても継続的に需要拡大が予測されています。 

また、新たな市場として車載インフォテイメントやワイヤレス医療機器等に対しても大きな成

長が期待されており、これら拡大する市場に向け、引き続き DFEC シリーズを拡販して参ります。 

生産能力拡大に向けた投資を前倒しすると共に、生産拠点として 2013 年度より中国珠海工場

に新たにラインを立上げ、中国汕頭工場、ベトナムダナン工場と合わせた３工場生産体制を構築

して参ります。また、生産革新のための投資も積極的に実行し、原価低減を図って参ります。更

に、小型/低背/高効率化に適応した商品ラインナップの拡充を図り、より一層の収益拡大に繋げ

て参ります。 

 

（２）車載市場への本格参入 

近年、車載市場では機能の向上だけでなく、「安全性、快適性、利便性」がより強く求められ

ています。このような車載市場に対して、当社においても車載品質や性能に対応した信頼性の高

い商品を供給出来る体制が整って参りました。 

  自動車の安全性に関する規制が成立し、米国を始め各国でも法制化の動きがあり、TPMS（Tire 

Pressure Monitoring System）の拡大が予想されています。このような TPMS市場向けに、受信

アンテナコイル及び送信アンテナモジュールの量産を既に開始しており、更なる売上拡大に向け

た取組みを展開して参ります。 

新たにキーレスエントリー向けの送信アンテナコイルの商品開発を行い、従来からある受信ア

ンテナコイルの更なる小型/低背化製品の拡充を図ることで、送信・受信をセットとした最適な

ソリューションをお客様に提供して参ります。 

また、耐熱性や耐衝撃性に優れた高信頼性パワーインダクタの開発を加速させて参ります。新

材料、新工法を採用したメタルアロイパワーインダクタやフェライトパワーインダクタを積極的

に市場導入し更なる売上拡大を図って参ります。 

 

（３）村田製作所との資本業務提携 

2012 年 3 月に資本業務提携を行い、相互協力によるパワーインダクタの販売拡大、次世代パ

ワーインダクタの共同開発と販売、顧客ニーズの深耕と新たな製品の開発・生産・販売等につい

て取り組んで参りました。今後も両社が保有する技術、販売等のノウハウを有効に活用し、シナ

ジーの早期創出に繋げ更なる成長を目指して参ります。 

 

 なお、本中期計画には、本日発表の「株式会社村田製作所および東光株式会社の資本業務提携の強

化に関する合意書締結のお知らせ」に関する内容は織り込まれていません。当社の業績に重要な影響

を及ぼすことが明らかになった場合には、適時に開示致します。 

 

 

以 上  


